＜資料　３＞

行政区連絡調整会議地域課題

葵区連絡調整会議の取り組み
	＜題名＞
相談支援事業所と居宅介護支援事業所の情報交流と関係構築について


	取り組み内容
	毎月行われる連絡調整会議の中で、サービス等利用計画を

作成している相談支援事業所の支援状況等の確認を行う中で、居宅介護事業所のヘルパー不足と精神障がいのある方への対応が難しいことを理由に断る事業所が多いなど、計画相談支援事業所として利用できる居宅介護事業所を探すことの困難さが明らかになった。

　サービス等利用計画の作成支援のため各事業所へアンケート調査を行い、事業所情報の収集と事業所としての困難さを集計した。（事業所数24事業所）

	明らかになった問題点等
	①訪問介護事業所（介護保険サービス）及び居宅介護事業所（障害福祉サービ
ス）におけるヘルパー人員不足
②障がいに特化した（専門性を持った）ヘルパーの不足
③利用者へのヘルパー利用方法等の周知不足　

④現場での困難事例が相談窓口につながっていない。（利用者側も事業所側も）
⑤障害福祉サービス居宅介護事業所は介護保険サービスの訪問介護事業に併
設されていることが多いが、障害福祉サービスの利用者は、年齢、障がい特性、
様態等、介護保険の利用者像に比べ、より個別性が高く、利用者側と事業者側
に支援内容にズレが生じ易く、トラブルの一因となっている。

	今後の対応等
	①サービスを提供する側と受ける側の共通認識が持てるよう事例対応等実践
的な「ヘルパー利用のガイドライン」等を作成する。
②相談窓口の周知を行い、事業所が抱える困難事例等の支援を行う。
③障がい福祉分野と介護保険分野の双方が互いの状況を理解し合えていない状況から、利用者が65歳を迎え、介護保険の優先の時期を想定し、日頃から障害福祉サービスと介護保険サービスの連携を行う。
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駿河区連絡調整会議の取り組み
	＜題名＞
駿河区内に住所のある居宅サービス提供事業所へのアンケート調査の実施


	取り組み内容
	駿河区に所在地のある事業所17事業所に郵送・FAXを用いてアンケート調査を実施。（13事業所から回答、回答率は76％）
アンケートは、サービス事業所と相談支援事業所とで連携を深めることで、利用に当たっての課題解決や駿河区としての地域課題の見い出しやすい環境をつくるための最初の取り組みとして実施した。

	明らかになった問題点等
	①ヘルパーの不足
土・日、早朝・夜間と特定の時間帯における不足が特に深刻であり、3時間以上の対応はできない等、利用者のニーズに沿ったサービス提供が難しい現状が確認できた。
②専門性の高い、スタッフ等の不足(以下のとおり)
・行動障がい、発達障がいのある方
・医療的ケアのある方
・移動支援の必要な方
・24時間ケアの必要な方
※事業所及びヘルパー個人の立場における専門性を持った対応スキルが必要

	今後の対応等
	①ヘルパーの専門性を高めるための研修等の実施
②ヘルパー事業所への支援
③居宅サービス系事業所間の連携及び情報交換
④相談支援事業所及び関係機関の連携を深める
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清水区連絡調整会議の取り組み
	＜題名＞
障がいを持った方の暮らしにくさを解消するための清水区障害福祉サービス事業所連携会議


	取り組み内容
	区内の障害福祉サービスには限りがあり、利用者支援を行う上で限界や課題に直面することも多い。それらの現状を解決するためには、事務局会議に参加する関係機関だけでなく、清水区内の障害福祉サービス事業所にも状況を熟知してもらい、障害福祉サービス事業所間の連携強化と資質の向上を目的に『清水区障害福祉サービス事業所連携会議』を開催した。
連携会議を通して事業所間での情報共有を図るとともに、清水区内の課題等を把握し、事業所間での解決を図り、必要に応じて行政等に働きかけていくことを目的としている。(第1回目の会議前に清水区内の全障害福祉サービス事業所にアンケート用紙を配布し、各分野が抱えている課題等の把握を行った。)
第１回会議：７月10日(金)に清水区役所にて開催。連携会議の趣旨を説明し、事前に実施したアンケート(事業所の困っていること等の調査)の結果を発表した。
第２回会議：11月10日(火)に清水区役所で開催。他事業のサービスの概要や情報交換の場がほしいとの要望から、児童期から成人期の方が利用できるサービスに関する説明を行い、その後、各事業所の抱える課題等について意見交換を行った。会議後、今後に向けてのアンケートを実施。連携会議に期待する意見等を把握した。

	明らかになった問題点等
	＜連携会議において各事業所から出された課題等＞
①ヘルパーの不足。土・日に利用希望があるが、支援できるヘルパーが少ない。
②相談支援事業所、相談支援専門員の不足。
③施設入所希望者に対して、受入数が少なく、待機者が多い。
④利用者に合った就労支援事業所が少ない。
⑤放課後等デイサービス利用者の年齢層に幅がある事業所が多く、支援に苦慮している。
⑥連携会議で挙げられた様々な課題を解決するための相談先、方法等がわからない。

	今後の対応等
	事後アンケートで、提供サービスの種別ごとに検討できるような部会設置の要望があったため、そのような場を設けることを検討している。(部会の設置に向けて、各事業のリーダー的存在の選出や課題の検討方法をどうするかなどの課題はある。)
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